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 2011年東北地方太平洋沖地震では，広範囲に液状化が生じた．東京湾岸北部の埋立地に着目すると，震

度5程度と加速度は小さいが，液状化を激しく生じた個所が散見される．そこで，浦安地区を中心に残留

沈下の測量を実施した．さらに浦安近傍の工学的基盤で観測された加速度を基に，液状化地点と非液状化

地点について有効応力解析を実施し，K-NET浦安の加速度波形や測量した沈下量と比較した．沈下量が大

きくなった原因としては，本震の継続時間が長かったこと加え，余震によっても沈下が助長されたことで

ある．この現象は解析から得られた結果と整合し，余震の影響が無視できないことを示した．さらに従来

の液状化判定の改善案も示した． 
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１．はじめに 
 

2011年東北地方太平洋沖地震（以下，今回の地震

と呼称）では，広範囲で液状化が生じた．東京湾岸

北部の埋立地に着目すると，地震動の継続時間が長

かったため，深度5程度（地表加速度で100～150Gal
程度）と加速度は小さいが，液状化を激しく生じた

個所が散見された．そこで著者らは，地震発生から

数日後に浦安・新木場・辰巳における沈下量を測定

し，MAPを作成した1)．その結果，同一地区におい

ても沈下量（液状化の程度）は，場所により大きく

異なることが分かった．この原因として，①表層埋

立層の土質の違いや厚さの違い，②地盤改良の有無，

③繰返し回数が多いため作用せん断応力の微妙な差

異が現象を極端化させたこと（一旦液状化すると，

その後も多くの繰返しを受けるので激しい液状化に

至ること），を示した1)．また沈下量と埋立て年代

との相関は明瞭ではないことも分かった．さらに要

素レベルの計算結果より，小さなせん断振幅では，

50回の繰返しでもほとんどせん断ひずみは大きくな

らないが，さらに繰返しを続ければいずれは液状化

に至ることを示した1)． 

ここでは，浦安地区に着目し，液状化しなかった

地盤と液状化した地盤のN値やボーリングデータか

ら，それぞれの地区における典型的な地盤モデルを

作成した．当該地区の近傍の工学的基盤で観測され

た加速度記録を基に，本震に加えその29分後に発生

した余震も含めた検討を有効応力解析により実施し，

K-NET浦安の加速度記録や測量した沈下量と比較し

た．さらに従来の液状化判定の改善案も示した． 
 
 
２．有効応力解析による液状化の評価と分析 
 

(1) 解析条件 

浦安地区において複数のボーリングデータを収集

し，液状化しなかった地点①と，液状化した地点②

の二種類の FEM による地盤モデルを作成した．地

点①としては，浦安市役所近傍の K-NET 浦安の地

盤とし，地点②としては，南東部の埋立て地区を想

定した．それぞれの地盤モデルで有効応力解析を実

施し，加速度応答や液状化の程度（沈下量など）に

ついて検討した． 

想定した2地点の地層構成を表-1に示す．青色部

分は液状化可能性層である．地点①（非液状化地

盤）は，GL-20mまでは，K-NET浦安のボーリング
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データを用い，それ以深は近傍のボーリングデータ

を参考に設定した．地点②（液状化地盤）は，数本

のボーリングデータをもとに，典型的なモデルを想

定した．両地盤の違いは，地点②の方が，砂層のN
値が小さいこと，埋土層Fにおける液状化可能性層

が厚いこと，基盤層が深いこと，である． 
 

表-1 想定した 2 地点の地層構成と地盤定数 
(1) 地点：非液状化地盤（K-NET 浦安と周辺ボーリン

グデータを元に作成）[ 1 次固有周期：0.82sec ] 

1.0 1.0 (埋土F) 17.5 140 3
2.3 1.3 シルト 60 17.5 140 4

4.6 2.3 砂 10 17.5 140 19

7.9 3.3 シルト 40 17.5 140 7
20.0 12.1 粘土Ac 16.7 125 3
27.0 7.0 シルトAsc 17.5 230 3
33.0 6.0 シルトAsc 18.5 370 30

35.0 2.0 砂Ds 19.0 400 >50

深さ
GL
m

層厚
m

V s

m/s

γt

kN/m
3

細粒分
含有率
Fc(%)

N値
土質
名

 
 

(2) 地点：液状化地盤（浦安地区南東部のボーリング

データを元に作成）[ 1 次固有周期：1.28sec ] 

0.4 0.4 (埋土F) 16.0 130

1.7 1.3
シルト質

砂F
35 16.0 100 3

3.8 2.1 シルト質
砂F

35 18.0 110 3

10.9 7.1 砂As 10 18.0 120 10
15.6 4.7 シルトAsc 60 18.0 140 2
36.7 21.1 粘土Ac1 16.0 140 0
42.8 6.1 粘土Ac2 17.0 170 2

44.8 2.0 砂Ds 19.0 400 >50

深さ
GL
m

層厚
m

土質
名

細粒分
含有率
Fc(%)

γt

kN/m
3

V s

m/s
N値

 
 

解析に用いた構成式は，応力～ひずみ関係として

多重せん断機構2)により3次元に拡張したRamberg-
Osgoodモデルを使用し，ひずみ～ダイレイタンシ

ー関係としておわんモデルを使用した3), 4)．図-1に

は，液状化可能性層における液状化強度曲線を本構

成式によって計算した結果を示す． 
入力地震動は，清水建設技術研究所の基盤(GL－

41m, Vs=430m/s)で観測された本震と余震の加速度

記録である．本観測地点と浦安市役所は9.4km離れ

ている．図-2に基盤の観測加速度記録と応答スペク

トルを示す．解析の底面に基盤波のNS成分とEW成

分を，E+F波として同時に入力した．観測地点の1
次固有周期は1.18secであり，地点②に近い固有周期

を有する． 
本震で生じた液状化が継続している間（本震から

29分後）に，最大余震(MW=7.7)が生じた．よって解

析では，本震から最大余震の間は過剰間隙水圧の消

散は殆ど無いと仮定して，本震と余震を連続して入

力した． 
なお本解析では，3次元モデルで2方向同時加振を

行っている．そのため，せん断ひずみは各成分(γ

xyやεx－εyなど)に加えて，次式に示す合せん断ひ

ずみΓと，累積せん断ひずみG*を用いる3), 4)． 
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繰返し回数 

(1) 地点①：K-NET浦安地盤 
 

   
繰返し回数 

(2) 地点②：液状化地盤 
図-1 液状化可能性層における液状化強度曲線の計算 

結果（σ’m0=98kPa, DA=5%） 

 

(2) 解析結果と考察 
a) 非液状化地盤(地点①) 

図-3，図-4に地点①で観測されたK-NET浦安の加

速度波形と加速度応答スペクトルを，有効応力解析

結果と比較して示す．当該地盤では液状化は確認さ

れていない．解析においても，砂層において過剰間

隙水圧は50%程度上昇しており，液状化には至って

いない．両波形は類似しており，加速度応答スペク

トルは，周期2秒付近で解析値が小さくなっている

ものの，両者は概ね一致している．このことから，

清水建設技術研究所の基盤波は浦安地区の基盤波と

して近似的に適用できることが分かる．  
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(1) K-NET浦安の観測波形 
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(2) 有効応力解析による波形 

図-3 地点①で観測されたK-NET浦安の加速度波形の比

較 
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図-4 地点①で観測されたK-NET浦安の加速度応答スペ

クトルの比較 

 

b) 液状化地盤(地点②) 

地点②の，最大過剰間隙水圧比分布，最大合せん

断ひずみ分布，加速度波形，過剰間隙水圧比波形を

図-5, 図-6に示す．液状化している層は，砂層(As)
とシルト質砂(埋土層F)である．F層では，9%以上

のΓが生じており，As層では4～6%である．過剰間

隙水圧比の波形を見ると，主要動を過ぎて液状化に

至っていることが分かる．その後も加振が続くので，

大きなせん断ひずみが生じている．これは文献1)で
示した要素計算結果と整合している．このような液

状化に至るプロセスは，既往の記録やシミュレーシ

ョン結果とは異なっている． 

(1) 本震：MW=9.0（14 時 46 分） 

(2) 最大余震：MW=7.7（15 時 15 分：本震から 29 分後） 

図-2 技術研究所の基盤(Vs=430m/s)の観測加速度波形と応答スペクトル 
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地盤モデル    最大過剰間隙  最大合せん断ひずみ分布 

水圧比分布  Γmax(最大変形に重書き) 

図-5 地点②（液状化地盤）の最大値分布 

例えば，活断層タイプの地震である1995年兵庫県南

部地震では，主要動のキラーパルスで一気に液状化

に至り，最大せん断ひずみが発生し，その後の加振

時間は短かく，ひずみも主要動の後にはあまり蓄積

しない（例えば，文献3), 4)をの解析結果を参照）． 

 

(3) 余震が液状化や沈下に与える影響 

今回の最大余震(3月11日15時15分, Mw=7.7)に関す

るヒアリングとして，「新木場では，本震で噴砂し

余震でも噴砂した」，「関東東部(利根川流域)では，

本震で噴砂し余震で地盤が流動した」，「千葉県旭

市の砂鉄採掘跡地の埋戻し地盤では，本震でも余震

でも噴砂した」などの証言を得ている．このことか

ら，最大余震が液状化や沈下を助長させたと思われ

る．ここではこの証言を検証するため，地点②に本

震と最大余震を続けて入力した解析結果に基づき考

察する．これは本震から29分後では過剰間隙水圧比

は依然として100%に近く，液状化状態が継続して

いると考えられる． 
一般に，地震中に生じたせん断ひずみの大きさが，

液状化の程度や地盤変状の大きさと対応する．地震

図-6 地点②における基盤と地表の加速度波形，砂・シルト質砂・シルトの過剰間隙水圧比波形 
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の継続時間や余震が沈下などの地盤変状に及ぼした

影響を見るため，図-7に合せん断ひずみΓの時刻歴

を示す．まず本震に着目すると，Γの最大値Γmaxは

入力加速度の最大値の後で生じている．これは図-6

で示したように，過剰間隙水圧比が1.0に達したの

は最大加速度の後だからである． 

余震も含めたΓの振幅は，要素5, 12, 16において，

本震時よりも余震時の方が大きくなっている．これ

は本震でせん断剛性が非常に小さくなっている層に

余震による小さいせん断力が作用し，大きなひずみ

を誘発したためであり，このような層では，余震に

よって液状化や沈下が助長される．このことは前述

のヒアリング結果と整合する． 
図-8，図-9には，解析結果から算定した沈下量の

深度分布と，地表面沈下の実測値と解析値の比較を

示す．沈下算定方法は，地震中に生じた最大せん断
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ひずみから，地震後に生じる体積ひずみを砂質土に

対しては石原の方法5)により，粘性土に対しては社

本の方法6)により求め，深度方向に積分して求めた．

このとき使用するせん断でひずみとしては，合せん

断ひずみΓを用い，以下の4ケースの地表の沈下量S
を求めた． 

ケース①：本震と余震を通して生じたΓmaxを用いて

沈下を算定：「Stotal」．（図-7のΓmax） 

ケース②：本震のみで生じたΓmaxを用いて沈下を算

定 ：「Smain」． 

ケース③：余震のみで生じたΓmaxを用いて沈下を算

定 ：「Safter」． 

ケース④：本震の沈下量(ケース②)と余震の沈下量

(ケース③)をそれぞれ足し合わせて算定：

「Ssum」=Smain+Safter 
 

本震の沈下量Smainは16.6cmで，余震の沈下量Safter

は11.1cmである．よって余震において本震の67%の

沈下が生じたことになる．このことは前述のヒアリ

ング結果とも整合する． 

ケース①のやり方で求めた沈下量は17.0cmである．

現地調査結果より，液状化した地点②では10～
45cmの沈下が生じており，ケース①の結果の方が

やや小さい．この原因としては，Γの時刻歴を見れ

ば分かるように，Γの最大値に近い振幅が数回生じ

ていたためである． 

ケース④のやり方で求めた沈下量は27.6cmであり，

ケース①に比べ大きく，現地調査結果とも近い値と

なっている．本震と余震は29分しかインターバルが

ないが，別の地震であるので，ケース①のように本

震+余震で一つの地震とみなして沈下を算定するよ

りは，ケース④のように別々に沈下を算定するべき

である．これは本震と余震の間隔が例えば1分であ

っても同様である．この考え方を極論してゆけば

（本震と余震の時間間隔が無いとすれば），これは

一つの地震と見なせることができる．よって継続時

間の長い地震（特に連動タイプの地震）では，地震

の全継続時間をいくつかに分割し，各分割区間ごと

のΓmaxを用いて沈下を算定し，それらを足し合わ

せる，という方法も考えられる．これは累積損傷度

理論の考え方に似ている．よって，継続時間の長い

地震では，Γmaxを一つ求めて沈下を算定すること

は，沈下を過小評価する恐れがある．Γmaxより小

さいせん断ひずみが沈下に全て寄与するとは言えな

いが，ひずみの「累積」の概念を導入しないと，沈
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図-9 浦安の測線*に沿った地上面沈下の実測値（●）と解析値（実線と点線）の比較 

（*測線：やなぎ通り～シンボルロード：文献 1）を参照） 
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下を過小評価する恐れがある．（「累積」の概念と

しては例えば，式(2)に示す累積せん断ひずみG*な
どがある） 

 

 

３．液状化判定法の適用性の考察 
 
表-1の地点②で，道路橋示方書に基づく液状化判

定法(FL法)を適用した結果を図-9に青線で示す．地

表の加速度は図-3や図-6の結果を鑑みて120Galとし

ている．判定結果は，シルト質砂で弱い液状化

(FL=0.82～1.0)，砂でボーダーライン(FL=0.96～1.06)
となり，解析結果に比べ液状化の程度を過小評価し

ている．両者の整合をとるには，FL法において，液

状化強度Rや作用せん断応力Lを見直す必要があり，

その案を以下に示す． 

 
FL値は，Rを液状化抵抗値，Lを作用せん断応力

比とすれば，次式で表わされる． 
 

L

R
FL   (3) 

 

(1) 液状化強度Rの見直し 

継続時間の長い地震では，液状化強度Rは繰返し

回数の効果を加味して低減した値にすべきである．

繰返し回数20回における液状化強度R20の代わりに，

例えば100回における液状化強度R100 (=0.9～0.8×R20)
や，液状化強度の下限値Xlを用いることなどが考え

られる(次式)． 
 

　
～　　　

　　


 


lX

R
R

)8.09.0(20 
 (4) 

 

αの値は密度や細粒分含有率Fcにより変化する．

密度が高くFcが多いほどαの値は小さくなる．図-

10には種々の相対密度Drにおける浅間山砂の液状化

強度曲線 7)と，上式の係数αを示す．  Rとして

0.85×R20を用いた判定結果を，図-9に赤線で示すが，

解析結果の過剰間隙水圧比と対応している．このよ

うに，小さな加速度で繰返し回数が多い場合（連動

タイプの地震で遠方地盤の場合）には，上式のよう

なRの補正が必要となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相対密度 Dr 

(%) 
95 90 80 60 40 

係数α 0.75 0.79 0.84 0.85 0.88

 

 

 

 

 

(2) 作用せん断応力Lの見直し 

マグニチュードMが大きな場合は，地震継続時間

（繰返し回数）の効果を別の形で考慮に入れる必要

があろう． 
建築基礎構造設計指針(2001)では，想定した地震

波形の有効繰返し回数を地盤密度を考慮して，係数

rn で補正しているが，マグニチュードM～繰返し回

数～補正係数rnの関係8)がM9.0まで使用できるかは

疑問が残る． 
NCEER(National Center for Earthquake Engineering 

Research)が提案している方法9)では，M=7.5の地震

を基準としてFL値を求めているので，補正係数MSF
を用いてFL値を修正している．そこで示されている

液状化安全率の補正係数MSFとマグニチュードMの

関係もM8.5までに対するものであり，M9.0までは

提案されていない． 
加速度振幅の替わりに，地震動の水平2成分に基

づくエネルギーとして定義された，速度の単位をも

つアリアス強度（Arias intensity）を使えば，加速度

の振幅と継続時間の両者をあらゆる周波数領域にわ

たって評価するので，より合理的だという見解が示

されている10)．いずれにしても今の判定法では，継

続時間や繰返し回数をMのみのから決めており，巨

大地震や連動タイプの地震には不適切である．震源

の破壊過程，伝播経路，地盤構造，などを考慮すべ

繰
返
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ん
断
応
力
比

 τ 

σ’mo

実験値 7)を外挿 

繰返し回数 

図-10 種々の相対密度 Drにおける浅間山砂の 
液状化強度曲線 7) と係数α 

0

2

4

6

8

10

12

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 

深
度

(m
)

FL値

R=R20

R=0.85×R20

シ

砂

シ

シ

R20R100=0.85×R20

R20
R100

20 100

FL値

液状化

砂(As)

シルト(Asc)

シルト質砂(F)

シルト質砂(F)

GL-0.4m
GL-1.7m

GL-3.8m

GL-10.9m

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

ｼﾙﾄ質砂 F

ｼﾙﾄ質砂 F 

砂 As 

ｼﾙﾄAsc 

図-9 地点②で道路橋示方書に基づく液状化判定法 

(FL法)を適用した結果（地表加速度 120Gal） 

解析による水圧比 
(図-5) 



 

8 

きであろう． 
 

４．まとめ 
 

本論文では，2011年東北地方太平洋沖地震におい

て浦安地区の液状化地点と非液状化地点に対し，本

震と余震を入力した有効応力解析を実施し，その結

果以下のことが分かった． 
(1)加速度はそれほど大きくないが繰返し回数が

多いため，過剰間隙水圧の上昇は緩慢で主要動を過

ぎてもゆっくり上昇し，液状化に至った．その後も

加振が継続し，激しい液状化となった． 
(2)本震と余震を合わせた沈下量は，27.6cmとま

り，現地調査の値とオーダーは一致した． 
(3)余震によっても相当量の沈下が発生し，全沈

下量の40%が余震により沈下した．このことは現地

の証言と整合する． 
(4)継続時間が非常に長く繰返し回数の多い地震

では，液状化抵抗値を0.85程度に低減することで，

今回の液状化の実現象や解析結果と整合するFL値が

得られる． 
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STUDIES ON LIQUEFACTIN AND SETTLEMENT IN THE URAYASU DISTRICT 
USING EFFECTIVE STRESS ANALYSES FOR THE 2011 EAST JAPAN GREAT 

EARTHQUAKE 
 

Kiyoshi FUKUTAKE and Jiho JANG 
 

   The 2011 East Japan Great Earthquake caused liquefaction in a wide area. In particular, severe soil 
liquefaction was reported in the north part of reclaimed lands around Tokyo Bay, although the seismic 
intensity was only about 5 with low acceleration. The author surveyed residual settlement in the Urayasu 
district, which is followed by the effective stress analyses for both areas affected or not affected by 
liquefaction for comparison of the acceleration waves monitored with K-NET Urayasu and settlements. It 
is based on the acceleration observed on the seismic bedrocks in earthquake engineering in some other 
districts adjacent to Urayasu. A large magnitude of settlement is resulted from a long time crustal 
movement of the earthquake, along with the aftershocks to make the phenomenon worse. The study, in 
concurrent with the results of the analyses, shows that the affects of aftershocks need to be constantly 
monitored, as well as needs for improvement of methods of liquefaction judgment. 


